
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

    

 

 

要 件 

すべての有期契約労働者等の基本給の賃金テーブルを改訂し、 

３％以上（※）増加３％以上（※）増加３％以上（※）増加３％以上（※）増加させた場合に助成 

※平成平成平成平成26262626年３月１日から平成年３月１日から平成年３月１日から平成年３月１日から平成28282828年３月年３月年３月年３月31313131日までの間は２％以上日までの間は２％以上日までの間は２％以上日までの間は２％以上の増加でＯＫ 

助成額 

基本的には、①の額を支給。 

職務評価の手法を活用する場合は、②の額を加算。 

① 1111人当たり人当たり人当たり人当たり1111万円（大企業万円（大企業万円（大企業万円（大企業7,5007,5007,5007,500円）円）円）円）  

注．1年度・１事業所100人まで 

② １事業所当たり１事業所当たり１事業所当たり１事業所当たり10101010万円（大企業万円（大企業万円（大企業万円（大企業7777万万万万5,0005,0005,0005,000円）円）円）円）（※） 

※平成26年３月１日から平成28年３月31日までの間は、１事業所当たり20万円（大企業

15万円）と助成額が２倍！ 

注．1年度・１事業所1回まで 

＜職務評価とは＞＜職務評価とは＞＜職務評価とは＞＜職務評価とは＞    

職務の大きさ（業務内容・責任の程度）を比較し、その職務に従事する労働者の処遇が、職務の大きさ

に応じたものとなっているかどうか、現状を把握することをいいます。 

 職務評価の手法については、厚生労働省において「単純比較法」、「分類法」、「要素比較法」、「要

素別点数法」を紹介していますが、どの手法を用いてもよいこととされています。 

なお、「単純比較法」と「分類法」による職務評価の手法を使う場合、職務分析（職務に関する情報を

収集・整理し、職務の内容を明確にすること）を行うことが必要です。 

注．職務評価は、個々の労働者の仕事ぶりや能力を評価（人事評価・能力評価）するものとは異なります 

    

    

 

 

キャリアアップ助成⾦（処遇改善コース）「職務評価加算をご存じですか？」 
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職務分析や職務評価については、改正パートタ職務分析や職務評価については、改正パートタ職務分析や職務評価については、改正パートタ職務分析や職務評価については、改正パートタイム労働法の施行を控え、厚生労働省が力をいれてイム労働法の施行を控え、厚生労働省が力をいれてイム労働法の施行を控え、厚生労働省が力をいれてイム労働法の施行を控え、厚生労働省が力をいれて    

その実施を奨励しているところです。非正規雇用の労働者の処遇を見直し、戦力化することが、企業その実施を奨励しているところです。非正規雇用の労働者の処遇を見直し、戦力化することが、企業その実施を奨励しているところです。非正規雇用の労働者の処遇を見直し、戦力化することが、企業その実施を奨励しているところです。非正規雇用の労働者の処遇を見直し、戦力化することが、企業

にとって重要と判断しているからでしょう。にとって重要と判断しているからでしょう。にとって重要と判断しているからでしょう。にとって重要と判断しているからでしょう。    

「職務評価」の手法を含め、細かな受給要件については、いつでもお尋ねください。「職務評価」の手法を含め、細かな受給要件については、いつでもお尋ねください。「職務評価」の手法を含め、細かな受給要件については、いつでもお尋ねください。「職務評価」の手法を含め、細かな受給要件については、いつでもお尋ねください。    

    

キャリアアップ助成⾦（処遇改善コース）の概要 

トピックス 

キャリアアップ助成金は、有期契約労働者・短時間労働者・派遣労働者といったキャリアアップ助成金は、有期契約労働者・短時間労働者・派遣労働者といったキャリアアップ助成金は、有期契約労働者・短時間労働者・派遣労働者といったキャリアアップ助成金は、有期契約労働者・短時間労働者・派遣労働者といった

いわゆる非正規雇用の労働者に、正規雇用への転換、人材育成等のキャリアアップいわゆる非正規雇用の労働者に、正規雇用への転換、人材育成等のキャリアアップいわゆる非正規雇用の労働者に、正規雇用への転換、人材育成等のキャリアアップいわゆる非正規雇用の労働者に、正規雇用への転換、人材育成等のキャリアアップ

を促進する取り組みを実施した事業主を助成する制度です。を促進する取り組みを実施した事業主を助成する制度です。を促進する取り組みを実施した事業主を助成する制度です。を促進する取り組みを実施した事業主を助成する制度です。    

この助成金のうち、「処遇改善コース」は、すべての有期契約労働者等の基本給のこの助成金のうち、「処遇改善コース」は、すべての有期契約労働者等の基本給のこの助成金のうち、「処遇改善コース」は、すべての有期契約労働者等の基本給のこの助成金のうち、「処遇改善コース」は、すべての有期契約労働者等の基本給の

賃金テーブル（基本給を決める際の単価表）を改訂し、増額させた場合に助成する賃金テーブル（基本給を決める際の単価表）を改訂し、増額させた場合に助成する賃金テーブル（基本給を決める際の単価表）を改訂し、増額させた場合に助成する賃金テーブル（基本給を決める際の単価表）を改訂し、増額させた場合に助成する

ものです。ものです。ものです。ものです。    

このコースにおいて、処遇改善に当たって「職務評価」を活用した場合は、職務このコースにおいて、処遇改善に当たって「職務評価」を活用した場合は、職務このコースにおいて、処遇改善に当たって「職務評価」を活用した場合は、職務このコースにおいて、処遇改善に当たって「職務評価」を活用した場合は、職務

評価加算を受けることができます。評価加算を受けることができます。評価加算を受けることができます。評価加算を受けることができます。    

    

初秋の候 
内藤事務所通信 
発⾏：内藤事務所 

特定社会保険労務士 ⾏政書⼠ 内藤房薫 

神奈川県秦野市本町 2-1-28  内藤ビル 4F 

TEL 0120-710-264 

おかげさまで建設業専門社会保険労務⼠・⾏政書⼠として 32 年！ 



 

 

 

 

 

 

 

中央最低賃金審議会は、地域別最低賃金の全国的整合性を図るため、毎年、地域

別最低賃金額改定の「目安」を作成し、地方最低賃金審議会へ提示しています。この

目安は、地方最低賃金審議会の審議の参考として示すものであって、これを拘束する

ものでないこととされています。 

なお、地域別最低賃金額の表示については、平成 14 年度以降時間額のみで示す

こととなっています。 

 

 

都道府県の経済実態に応じ、全都道府県をＡ～Ｄの４ランクに分けて、引上げ額の目安が提示されました。 

ランクごとの引上げ額は、ＡランクＡランクＡランクＡランク 19191919 円、Ｂランク円、Ｂランク円、Ｂランク円、Ｂランク 15151515 円、Ｃランク円、Ｃランク円、Ｃランク円、Ｃランク 14141414 円、Ｄランク円、Ｄランク円、Ｄランク円、Ｄランク 13131313 円円円円です。  

ランクランクランクランク    都都都都    道道道道    府府府府    県県県県    

ＡＡＡＡ    千葉、東京、神奈川、愛知、大阪千葉、東京、神奈川、愛知、大阪千葉、東京、神奈川、愛知、大阪千葉、東京、神奈川、愛知、大阪        

ＢＢＢＢ    茨城、栃木、埼玉、富山、長野、静岡、三重、滋賀、京都、兵庫、広島茨城、栃木、埼玉、富山、長野、静岡、三重、滋賀、京都、兵庫、広島茨城、栃木、埼玉、富山、長野、静岡、三重、滋賀、京都、兵庫、広島茨城、栃木、埼玉、富山、長野、静岡、三重、滋賀、京都、兵庫、広島        

ＣＣＣＣ    
北海道、宮城、群馬、新潟、石川、福井、山梨、岐阜、奈良、和歌山、岡山、山口、北海道、宮城、群馬、新潟、石川、福井、山梨、岐阜、奈良、和歌山、岡山、山口、北海道、宮城、群馬、新潟、石川、福井、山梨、岐阜、奈良、和歌山、岡山、山口、北海道、宮城、群馬、新潟、石川、福井、山梨、岐阜、奈良、和歌山、岡山、山口、    

香川、福岡香川、福岡香川、福岡香川、福岡        

ＤＤＤＤ    
青森、岩手、秋田、山形、福島、鳥取、島根、徳島、愛媛、高知、佐賀、長崎、熊本、青森、岩手、秋田、山形、福島、鳥取、島根、徳島、愛媛、高知、佐賀、長崎、熊本、青森、岩手、秋田、山形、福島、鳥取、島根、徳島、愛媛、高知、佐賀、長崎、熊本、青森、岩手、秋田、山形、福島、鳥取、島根、徳島、愛媛、高知、佐賀、長崎、熊本、    

大分、大分、大分、大分、    宮崎、鹿児島、沖縄宮崎、鹿児島、沖縄宮崎、鹿児島、沖縄宮崎、鹿児島、沖縄        

注．最低賃金が生活保護水準を下回る逆転現象の状況 

現在、５都道府県（北海道、宮城県、東京都、兵庫県、広島県北海道、宮城県、東京都、兵庫県、広島県北海道、宮城県、東京都、兵庫県、広島県北海道、宮城県、東京都、兵庫県、広島県）で、最低賃金が生活保護水準を 

下回っていますが、今回の目安どおりに引き上げが実施されると、全都道府県において、最低賃金が全都道府県において、最低賃金が全都道府県において、最低賃金が全都道府県において、最低賃金が    

生活保護水準を上回ることになります。生活保護水準を上回ることになります。生活保護水準を上回ることになります。生活保護水準を上回ることになります。 

☆ 本年度の目安が示した引上げ額の全国加重平均は全国加重平均は全国加重平均は全国加重平均は 16161616 円円円円です（目安段階でみると、時給で表示され

るようになった平成 14 年度以降で最大の増加幅）。今後は、各地方最低賃金審議会で、この答申を参考

にしつつ、地域における賃金実態調査や参考人の意見等も踏まえた調査審議の上答申を行い、各都道府

県労働局長によって地域別最低賃金額が決定されることになります。 

正式に決定された折には、各都道府県の地域別最低賃金の一覧表をご紹介します。 

    

    
厚生年金保険の保険料率が、今までの 17.120％から 0.354％引き上げられ、「「「「17.47417.47417.47417.474％」％」％」％」となります。

この保険料率は「平成「平成「平成「平成 26262626 年９月分（年９月分（年９月分（年９月分（10101010 月納付分）から平成月納付分）から平成月納付分）から平成月納付分）から平成 27272727 年８月分（９月納付分）まで」年８月分（９月納付分）まで」年８月分（９月納付分）まで」年８月分（９月納付分）まで」の保険料を

計算する際の基礎となります。なお、健康保険の保険料率については、同月からの改定はありません。 

    

    

    

 

 

第第第第 42424242 回中央最低賃金審議会において、平成回中央最低賃金審議会において、平成回中央最低賃金審議会において、平成回中央最低賃金審議会において、平成 26262626 年度の地域別最低賃金額改定の目安についての年度の地域別最低賃金額改定の目安についての年度の地域別最低賃金額改定の目安についての年度の地域別最低賃金額改定の目安についての

答申が取りまとめられ、公表されました。答申が取りまとめられ、公表されました。答申が取りまとめられ、公表されました。答申が取りまとめられ、公表されました。    

平成 26 年度の地域別最低賃⾦額改定の目安を公表 新情報！ 

◆◆◆◆あとがき◆あとがき◆あとがき◆あとがき◆ 

地域別最低賃⾦額改定にかかる目安制度の概要 

9999/1/1/1/10000 ●一括有期事業開始届の提出（建設業）一括有期事業開始届の提出（建設業）一括有期事業開始届の提出（建設業）一括有期事業開始届の提出（建設業）        

    主な対象事業：概算保険料主な対象事業：概算保険料主な対象事業：概算保険料主な対象事業：概算保険料 160160160160 万円未満で万円未満で万円未満で万円未満で    

かつ請負金額がかつ請負金額がかつ請負金額がかつ請負金額が 1111 億億億億 9000900090009000 万円未満の工事万円未満の工事万円未満の工事万円未満の工事    

●8888 月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の

納付納付納付納付 

9999////30303030 ●8888 月分健康保険料・厚生年金保険料の納付月分健康保険料・厚生年金保険料の納付月分健康保険料・厚生年金保険料の納付月分健康保険料・厚生年金保険料の納付

●7777 月決算法人の確定申告・翌年月決算法人の確定申告・翌年月決算法人の確定申告・翌年月決算法人の確定申告・翌年 1111 月決算月決算月決算月決算    

    法人の中間申告法人の中間申告法人の中間申告法人の中間申告    

●10101010 月・翌年月・翌年月・翌年月・翌年 1111 月・月・月・月・4444 月決算法人の消費税の月決算法人の消費税の月決算法人の消費税の月決算法人の消費税の

中間申告中間申告中間申告中間申告    

お仕事 

カレンダー 
 

平成 26年度の地域別最低賃⾦額改定の目安 

厚⽣年⾦保険料が9 月分（10 月納付分）から引き上がります 番外 


